





The Failure and Legally Failed Disposal of Financial Institutions: 









































































































































































































































































































































































































保険の国際ガイダンス（Guidance for Developing 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































0% 20% 40% 60% 80% 100%
北海道平均
（うち赤字企業）











0% 20% 40% 60% 80% 100%
北海道平均
（うち赤字企業）
































































































































































































































































































注27 Financial Stability Forum「Guidance for 



























































ら、92年12月末：1.30倍 と な っ た。 兵庫銀行
がインターバンク市場（銀行間）で集めた資金
は、通常の銀行を0.1～0.15％上回るレートに
より92年12月末で8,000億円に上った。日本経
済新聞社「銀行不倒神話の崩壊」（日本経済新聞
社.1993）11頁。
注42 地方公共団体および金融機関が、低利融資によ
る収益補填、債権放棄、出資などの外部支援を
行った。
注43 「金融システム安定化のための諸施策」は、（1）
不良債権問題の早期処理と今後の金融システム、
（2）金融機関経営の健全性確保、（3）金融機関の
破綻処理のあり方、（4）信用組合を巡る諸問題、
（5）信用組合の破綻処理、（6）住専問題、で構成
されている。なお、本答申に基づき、1996年以
降の預金保険料が7倍程度に大幅値上げされた。
注44 恒久措置として、本文の他に、「預金等債権の
買取り制度の導入」および「更生・破産手続に
おける預金者代理制度の導入」が、1997年4月1
日から施行されたが、全額保護期において、前
者は資金援助方式により全預金が保護され、後
者は破綻処理に倒産法制が活用されなかったた
め、これまで適用事例はない。
注45 本措置に関し、「福徳銀行」および「なにわ銀行」
は、特定合併に対する資金援助スキームの成立
を見込み、合併を行い、合併銀行「なみはや銀行」
は資金援助としての資産買取りが行われた（1998
年10月1日実施）。
注46 同組合は、三和銀行をはじめとした都市銀行か
ら高利・大口の紹介預金を大量に集め、その結
果、預金残高は、1987年3月：1,700億円⇒1991
年：8,030億円と急速に増加した。こうした都
市銀行のブローカ的な行動にも問題があり、大
蔵省の銀行検査で厳重注意を受け、都市銀行は
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紹介預金を急速に引上げた。同組合は高金利預
金で紹介預金をカバーした。服部泰彦『木津信
組の経営破綻と預金流出』立命館経営学第41巻
第6号（2003）232頁
注47 紀伊預金管理銀行に引き継がれた預金は306,000
口座、残高133億円であった。同行は2002年3月
に解散し、解散までに払戻し請求がない預金は
和歌山法務局に供託された。
注48 全額保護への移行後、金融機関と地方公共団体
の支援は、資金援助から整理回収銀行への人材
提供が中心となった。全国の地方銀行から多数
の行員が派遣されたが、銀行にとっても、債権
回収の知識・ノウハウ・ネットワークなどが得
られ、メリットがあった。
注49 同条は、合併等について内閣総理大臣のあっ
せんを規定している。預金保険法では、米国
FDICの場合と異なり、あっせんを行う行政当
局と資金援助を行う預金保険機構とが別組織で
あり、行政当局のあっせんに適格性の認定と同
じ法律効果を付与することが必要であると考え
られた。佐々木宗啓『逐条解説預金保険法の運
用』（金融財政事情研究会.2003）248頁参照。
注50 紀伊預金管理銀行は、承継した預金の払戻業務
のみを行う銀行であり、引継負債額の範囲まで
の資産を保有することとされ、支払承諾（債務
保証）は承継債務から除外された。
注51 保険契約者保護基金は、1996年4月の保険業法
の改正に伴い、経営危機対応制度として創設さ
れた。損害保険業界では「損害保険契約者保護
基金」が設立され、1破綻先当たり300億円を上
限としている。生命保険業界では「生命保険契
約者保護基金」が設立され、1破綻先当たり2,000
億円を上限としている。
注52 寄託証券保証基金は、任意機関であり、投資者
保護基金の1998年12月の設立に伴い、資産・負
債は全て同基金に承継された。同基金は、金融
商品取引法の規定により設立され、証券会社に
よる顧客資産と会社資産の分別管理を徹底する
と同時に、顧客の預かり資産を対象に、証券会
社につき1顧客あたり1,000万円を限度に補償す
る制度である。
注53 本稿における公的資金とは、金融機関から徴収
した預金保険料ではなく、国の財源からの支出
（特例業務基金に交付された国債の償還金）と定
義する。
注54 北海道拓殖銀行の破綻と、ほぼ同時期に、当時
の4大証券の1角であった山一證券が帳簿外債務
の偽装により信用不安に陥り、格付けの低下、
資金調達の不能、資産の流出が発生し、自主廃
業に至った。なお、両者に対し、日本銀行から
巨額の特別融資が実行された。
注55 「特定合併」は、2先以上の破綻金融機関を当事
者とする合併により金融機関を設立するもので
ある（預金保険法附則第6条の3～第6条の8）。「特
定合併」は、2001年3月末までの特例業務とし
て新設されたが、その期限前の預金保険法改正
（1998年10月）により、1999年4月1日に廃止された。
注56 前述した、阪和銀行の破綻処理に関し、当時は、
整理回収機構の資産買取りは破綻信用組合のみ
に限定されていたため、預金保険機構が資産の
買取りを行い、その後、整理回収業務を整理回
収銀行に委託するといった煩雑な手法を選択し
た。
注57 経営の中枢にある、鈴木会長、佐藤副頭取、海
道常務の3名は、SSKトリオと呼ばれ、独裁的
な推進体制を築き、新興ベンチャー企業に対す
る融資を急速に拡大した。行内のガバナンスは
機能せず、彼ら役員等に対し、民事・刑事責任
が追及され、共に認められた。
注58 北海道銀行が、北海道拓殖銀行の抱える不良債
権を精査した結果、報告以上に劣化が進んでい
ることが判明し、また、確約した北海道拓殖銀
行のリストラがいっこうに進まない状況にあっ
たことから、合併の合意（1997年4月）をしたも
のの、同年9月に延期が公表され、そのまま決
裂した。
注59 インターバンク市場は、市場参加者が金融機関
に限定された市場で、コール市場、手形売買市
場、銀行間預金市場等がある。コール市場は、
金融機関同士が短期資金（1日～1週間）の貸し借
りを行う場で、当時は無担保コール市場が主流
であったが、金融機関の破綻が相次ぎ、有担保
コール市場の比率が上昇した。全国銀行協会（前
掲注7）56頁。
注60 破綻までの10ヵ月で7千億円もの預金が流出し
た。破綻公表日（1997年11月17日）以降、営業店
に預金者が殺到し、3日間で約5,000億円の預金
が流出した。これに対し、日本銀行は、17日に
6,500億円、18日に3,200億円、その後も無制限
の特別融資を行った。
注61 北海道新聞社『拓銀はなぜ消滅したか』（北海道
新聞社．1999）147頁。
注62 判例時報1997号148頁（2008年）、判例タイムズ
1262号69頁（2008年）。
注63 判例タイムズ1317号142頁（2010年）、金融法務
事情1896号71頁（2010年）。
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